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１．我が国の産業立地の動向
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凡 例 ※20１３年以降の稼働を対象に設備投資したもの
（ただし、増設など過去の設備投資に継続して実施する場合、

その時期も含めている なお 時期は予定も含む）

北陸電力：電気事業(LNG)：約1,000億円(‘18～ ) 射水市：伏木富山港

国際石油開発帝石(株)：LNG：約1,000億円(‘13.12～ ) 上越市：直江津港

近年の臨海部における大規模な設備投資の予定

JX日鉱日石エネルギー：LNG：約500億円(‘15.4～) 八戸市
：八戸港

企業名：製造品目等：設備増設等の投資金額

その時期も含めている。なお、時期は予定も含む）

北海道電力：LNG火発：約3,000億円(‘19.2～) 石狩市：石狩湾新港
所在地：主な利用港

※青字は竣工・稼働（予定）時期 日本原燃：プルトニウム・ウラン：約1,900億円（‘17.3～）

六カ所村：むつ小川原港

三菱重工：航空機(MRJ)：約600億円(’16頃～)豊山町ほか

中越パルプ工業：紙製品：約２00億円(‘15～ )高岡市：伏木富山港

：八戸港

東芝：太陽光発電：約300億円（‘15.3～）
エムセテック：石炭火力発電：約250億円（ ‘15.６～） 相馬市

相 港

敦賀市：敦賀港 東洋紡：ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ：約100億円(‘13.10～)

三菱重工：航空機(F35)：約数百億円(’16頃～)：名古屋空港

菱自動 自動 約 億 ‘

グローバル・ロジスティック・プロパティーズ
：マルチテナント型物流施設：約１５７億円（1４.５～）

西宮市：阪神港

日立製作所ほか：太陽光発電：約1０0億円（‘1５.3～） 岩沼市
：仙台港

日本製紙：石炭火力発電：約３０0億円（‘1６.3～） 石巻市：石巻港

神戸市：阪神港 神戸製鋼所：石炭火力発電：約1,0０0億円(‘21～)

ｳｨﾝﾄﾞ･ﾊﾟﾜｰ･ｴﾅｼﾞｰ、丸紅：電気事業（風力）：約700億円(‘17～)
JX日鉱日石エネルギ ：電気事業(火力)：約２５0億円(‘1６ 3 )

倉敷市
：水島港

マツダ：完成自動車：約300億円(‘13～)
広島ガス：都市ガス：約120億円(‘16.1～)

広島市、
廿日市市
：広島港

日立建機：建設機械：約400億円(‘13.10～)

相馬共同自家発開発合同会社（東京）
:石炭火力発電：約250億円（ ‘17.12～）

：相馬港

神栖市
：鹿島港

東京ガス：LNG：約1,300億円(‘16.3～)(‘17～) 日立市：茨城港

ひたちなか市：茨城港

三菱自動車：自動車：約100億円(‘14～)
日本エアロフォージ：航空機部品：約190億円(‘13 .4～)

福山市：福山港 ＪＦＥスチール：鉄鋼：約2０0億円(‘1５.1～)

昭和シェル石油：電気事業（バイオマス）：約160億円(’15.12～)
昭和シェル石油：電気事業（LNG）：数百億円(‘15～)
東京ガス：LNG：約200億円(’13.11～予定)
松岡：冷蔵倉庫：約100億円(’13.2～)

JX日鉱日石エネルギー：電気事業(火力)：約２５0億円( 1６.3～)

日新製鋼：鉄鋼：約270億円(‘14～)周南市
：徳山下松港

：広島港

宇部興産：耐熱材
：約100億円(‘11～随時)

宇部市、山口市
：宇部港

日清製粉 穀物（製粉 場）福 市

：鹿島港

川崎市
：川崎港

アイシンAW：自動車変速機：100億円(’15.4～) 岡崎市：名古屋港

ブリヂストン：大型建機用タイヤ
：約927億円(‘Ⅰ期09.６～随時)

西部ガス：LNG
：約700億円(‘14.11～)

新日本製鐵：鋼板等

北九州市
：北九州港

日清製粉：穀物（製粉工場）
：約100億円(‘14頃～)

福岡市
：博多港

スズキ：自動車二輪車：500億円(‘17頃～) 浜松市：御前崎港・三河港

三井化学ほか：メガソーラー：約１83億円(‘14.10～) 三菱商事ほか：メガソーラー：約200億円(’15.1～)

トピー工業：鋼材：約２80億円(‘15.４～) 豊橋市：三河港

田原市：三河港大阪ガス：バイオマス発電：約240億円(‘16.後半)
富士重工：ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ777部品：約100億円(‘1７～) 半田市：衣浦港

武豊町：衣浦港

新日本製鐵：鋼板等
：約340億円(‘14.6～)

オリックス：バイオマス発電
：約160億円(‘17～) 津市：津松阪港

日亜化学工業：LED製造設備：約700億円(‘1３.７～)

ﾏｸﾞ･ｲｿﾞﾍﾞｰﾙ：断熱材：約150億円(‘15～)

明治HD：乳製品：約115億円(‘14.9～)
大同特殊鋼：鋼材：約２００億円(‘13頃～)
レンゴー：段ボール：約150億円(‘14.1～)
オークマ：工作機械：約２００億円(‘15頃～)
丸紅：メガソーラー：約160億円（14.10～）

名古屋市ほか
：名古屋港

パナソニック液晶ディスプレイ：約２０0～３００億円(‘15～) 姫路市：姫路港

阿南市：徳島小松島港

京セラ、ＩＨＩほか：太陽光発電
：約270億円（‘13.11～）

鹿児島市
：鹿児島港

第一工業製薬：燃料電池用部材：約120億円(‘15.3～)
東芝：半導体部品：約7,000億円(‘1７～)(3ヶ年投資予定)

四日市市：
四日市港

分市

東レ：炭素繊維：約225億円(‘15.3～) 松前町：松山港

坂出市：坂出港

新居浜市：新居浜港

出典：国土交通省港湾局調べ(平成26年６月3０日現在）

クラレ：光学用ポバールフィルム：約130億円(‘13.6～) 西条市：東予港

大王製紙：パルプ：約100億円(‘14頃～) 四国中央市：三島川之江港

四国電力：LNG：約700億円(‘10～、‘1６～)

住友金属鉱山：ニッケル：約140億円(‘13～) 住友共同電力：ＬＮＧ：約５００億円（’１９頃～）

：名古屋港
丸紅：太陽光発電
：約2２２億円（‘14.4～）

大分市
：大分港
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工場立地件数・面積の推移（期別・電気業を除く）

出典：『平成25年（1～12月期）における工場立地動向調査について（速報）』 平成26年3月 経済産業省 3



地域ブロック別の立地件数の前年との比較

北海道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良

北東北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山

（備考）各地域ブロックに含まれる都道府県

南東北 宮城、山形、福島、新潟 山陰 鳥取、島根

関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山陽 岡山、広島、山口

関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四国 徳島、香川、愛媛、高知

東海 静岡 愛知 岐阜 三重 北九州 福岡 佐賀 長崎 大分

出典：『平成25年（1～12月期）における工場立地動向調査について（速報）』 平成26年3月 経済産業省

東海 静岡、愛知、岐阜、三重 北九州 福岡、佐賀、長崎、大分

北陸 富山、石川、福井 南九州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄
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最も重視 重視 合計

工場立地地点選定理由（電気業を除く）

最も重視 重視 合計

本社・他の自社工場への近接性 87件 208件 295件

地価 29件 147件 176件

工業団地である 21件 147件 168件

国・地方自治体の助成 24件 113件 137件

関連企業への近接性 30件 90件 120件

市場への近接性 29件 85件 114件

人材・労働力の確保 18件 96件 114件

周辺環境からの制約が少ない 14件 97件 111件周辺環境 制約 少な 件 件 件

地方自治体の誠意・積極性・迅速性 17件 91件 108件

高速道路を利用できる 7件 71件 78件

原材料等の入手の便 13件 56件 69件原材料等の入手の便 13件 56件 69件

経営者等の個人的つながり 4件 29件 33件

流通業・対事業所サービス業への近接性 3件 28件 31件

工業用水の確保 2件 15件 17件工業用水の確保 2件 15件 17件

他企業との共同立地 3件 12件 15件

空港・港湾・鉄道等を利用できる 2件 12件 14件

出典：『平成25年（1～12月期）における工場立地動向調査について（速報）』 平成26年3月 経済産業省

学術研究機関の充実（産学協同等） 2件 9件 11件

その他 33件 63件 96件
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首都圏における物流施設立地エリア（業種別）

出典：『「物流施設の立地戦略に関するアンケート」調査結果』 平成24年5月16日 株式会社三井住友トラスト基礎研究所 6



２．港湾における物流施設の現状
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物流施設の老朽化・陳腐化 コンテナターミナル背後の物流施設の立地状況

港湾における物流施設の現状

国際コンテナ戦略港湾における

臨港地区内の倉庫

東京区部臨海エリアの

物流施設の延床面積

○国際コンテナ戦略港湾に立地する物流施設の過半数は、築30年以上経過して
おり、老朽化が進展。また、東京区部臨海エリアの物流施設では約8割が3千m2
未満であり、小規模なものが多い。

東京港青海埠頭CT背後の民間倉庫

○大都市港湾のコンテナターミナル背後用地には、既に老朽化が進んだ
物流施設が立地しており、新たな開発適地が少ない。

30年以

上

30年未

満

臨港地区内の倉庫

1000～

3000～
4999㎡
4%

5000～
10000㎡

6% 10000㎡～
4%

不明
7%

物流施設の延床面積

約8割が3,000m2

未満

築30年以上の

34.2haの用地を東京都が倉庫業者等に
長期貸付け

上

54%
満

46%

出典：第4回東京都市圏物資流動調
査結果より作成※国土交通省港湾局調べ

1～999㎡
66%

1000
2999㎡
13%

倉庫数 うち築30年以上
築30年以上の

割合

27 18 67%

青海埠頭ＣＴ 出典：東京港ハンドブック2013より作成

首都圏大型マルチテナント型施設稼働面積指数

○近年、通販等の物流需要の増加を背景に、物流不動産の建設が急速に増加。

物流施設に求められるニーズの変化

○従来の保管、荷さばき等といった機能に加え、流通加工・集配送等の多様な
機能が求められている。

従来（保管が主） 現在（高機能化）

施 設

低容積・低効率 高容積・高効率（大型化）

施 設

保管 保管・加工・梱包・発送

出典：ＣＢＲＥ「事業用不動産レポート」

利用形態
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夢洲産業・物流ゾーン
2期募集区画夢洲の土地利用方針

港湾における物流施設の例（大阪港夢洲地区）

④⑤

300ｍ
250

220ｍ

夢舞大橋
②③ ①

区画2
①

区画1
コンテナターミナル

関連施設用地約23ha

2期募集区画夢洲の土地利用方針

・ライフサイエンス及び新エネルギー関連産業の集積

・国際物流機能の強化を図るべく物流施設の集積

250ｍ

海貨
上屋

シャーシプールコンテナ車両待機場

横浜
冷凍

コンビニ

夢洲 ンテナタ ミナル約67h

区画2 区画1

舞洲方面→
1期募集区画

産業・物流ゾーン

関連施設用地約23ha

2期募集区画

換気所

注）道路計画、面積は今後精査

夢洲コンテナターミナル約67ha

Ｃー１０Ｃー１２

夢咲トンネル

Ｃー１１

ターミナル関連施設用地

水深
C10C12C12延伸延伸 C12 C11夢咲トンネル 面 積：約42,936 ㎡（約12,988坪）

所在地：此花区夢洲中１丁目１番９外

区画①

一次募集の２区画については 2013年10月に株式会社上

水深‐16m
延長400m

水深‐15m
延長350m

水深‐15m
延長350m

水深水深‐‐16m16m
延長延長250m250m

↓咲洲方面

所在地 此花区夢洲中１丁目１番８

区画②

その他：
区画内に、大阪都市計画都市高速鉄道北港テクノ
ポート線予定地 あり

次募集の２区画については、2013年10月に株式会社上

組、山九株式会社が落札。両社は、初めて地方税を最大ゼ
ロにする特例制度の認定を大阪府・大阪市より受けた。 面 積：約40,541㎡（約12,263坪）

所在地：此花区夢洲中１丁目１番８

条
件

■当該地における取扱貨物の総量に対し大阪港の国際海上コンテナ貨物量の割合が30％以上であること
■高機能物流施設（積み替え、配送、仕分け、流通加工等高効率配送に資する施設・設備、又は医薬品等の保管・仕
分けを行うことができる定温管理施設・設備を有する物流施設）の用に供すること
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３．港湾における民間の物流施設
への支援制度
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港湾における民間の物流施設への支援制度

事業名 支援措置 対象施設 対象港湾

特定用途港湾施設整備事業
無利子貸付

特定用途港湾施設整備事業

⇒国際コンテナ戦略港湾における
コンテナ貨物需要の創出（創貨）

※平成２６年度新規制度

無利子貸付

（国：港湾管理者：民間＝
３：３：４）

全体
国際コンテナ戦略港湾
（京浜港、阪神港）

港湾機能高度化施設整備事業
【物流拠点再編・高度化支援施設】

⇒老朽化・陳腐化した物流施設の
補助

・共用部（ランプウェイ、スロープ
等）※

苫小牧港、仙台塩釜港、
京浜港、新潟港、清水港、
名古屋港、四日市港、

⇒老朽化・陳腐化した物流施設の
再編・高度化

※平成２６年度新規制度

（補助率１／３ ） ・共同施設（道路、緑地等）
※免震機能含む

阪神港、水島港、広島港、
徳山下松港、関門港、
博多港、那覇港

特定民間都市開発事業
【共同型都市再構築業務（港湾）】
⇒津波等からの避難機能の確保
※平成２６年度新規制度

（一財）民都機構による
対象事業への参加
（長期・低利の資金提供）

・公共施設（緑地等）

・都市利便施設（荷さばき施設、
避難施設等）

・建築利便施設（エレベ タ 等）

全国の港湾

※平成２６年度新規制度 ・建築利便施設（エレベーター等）
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○国際 ンテナ戦略港湾において ンテナ貨物需要の創出に資する流通加工機能を備えた物流施設の埠頭近

国際戦略港湾に立地する物流施設の整備に対する無利子貸付制度（特定用途港湾施設整備事業）

○国際コンテナ戦略港湾において、コンテナ貨物需要の創出に資する流通加工機能を備えた物流施設の埠頭近
傍への誘致・集積により、ロジスティクス・ハブ機能の強化を図る。

国際コンテナ戦略港湾において 流通加工機能を備えた荷さばき施設（上屋）又は保管施設（倉庫）を整備す

【対象施設】

国際コンテナ戦略港湾において、流通加工機能を備えた荷さばき施設（上屋）又は保管施設（倉庫）を整備す
る民間事業者に対する無利子貸付を行う。

国際コンテナ戦略港湾（京浜港、阪神港）の埠頭の近傍に立地する物流施設（上屋、倉庫）

【貸付比率】

国 ： 港湾管理者 ： 民間事業者 ＝ ３ ： ３ ： ４

流通加工機能を備えた物流施設
（ロジスティクス・ハブ機能の強化）

コンテナターミナル
流通加工機能を備えた物流施設

ンテナタ ミナル

【国際コンテナ戦略港湾における創貨のイメージ】

物流施設における流通加工（包装・梱包）状況
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○港湾に立地する物流施設の老朽化 陳腐化が進展しており 地震等の大規模災害時には 耐震性不足

老朽化・陳腐化した物流施設の再編・高度化に対する補助制度（港湾機能高度化施設整備事業）

○港湾に立地する物流施設の老朽化・陳腐化が進展しており、地震等の大規模災害時には、耐震性不足
による施設の倒壊や物流の寸断、緊急輸送への支障等が懸念される。また、平常時においても、敷地
内の荷さばき・転回スペースが狭隘であることや、周辺道路における渋滞の発生、昨今の高度かつ多
様な物流ニーズへの対応が不十分といった課題が顕在化している。

港湾における防災機能の向上及び効率的な物流網の形成を図るため、港湾に立地する老朽化・陳腐化し
た物流施設を再編 高度化する民間事業者への補助を行う

様な物流 の対応が不十分と た課題が顕在化して る。

た物流施設を再編・高度化する民間事業者への補助を行う。

以下の要件を全て満たす事業
２以上の物流施設の更新を伴う ２以上の事業者による物流施設の整備である

【対象事業】
・耐震性が不足
・荷さばき・転回スペースが

老朽化・陳腐化した物流施設

２以上の物流施設の更新を伴う、２以上の事業者による物流施設の整備である
こと
整備される物流施設の延床面積が3千m2以上となること
当該港湾における防災機能の向上及び物流の効率化が図られるものであること

【対象港湾】複 物 施

狭隘
・高度かつ多様な物流ニーズ
への対応が不十分

【対象港湾】

苫小牧港、仙台塩釜港、京浜港、新潟港、清水港、名古屋港、四日市港、
阪神港、水島港、広島港、徳山下松港、関門港、博多港、那覇港

※臨港地区に限る

複数の物流施設を
再編・高度化

・耐震性の向上
ば

ランプウェイ

物流施設の共用部（ランプウェイ、スロープ等）※及び共同施設（道路、緑地等）

【補助対象施設】

・荷さばき・転回スペースの
確保

・物流機能の高度化

※免震機能を含む

【補助率】

１／３：補助対象施設の例

緑地

道路
13



港湾における民間活力を活用した津波等からの避難機能の確保
（特定民間都市開発事業【共同型都市再構築業務（港湾）】）

○物流・産業等の機能が沿岸部に集積する港湾においては、津波等の大規模災害の発生時における避難場所の確保
が課題となっているが、現状では、港湾労働者等の避難が可能な高台や避難施設が十分に確保されていない。

【支援スキーム】

港湾労働者等の津波等からの避難場所を確保するため、避難機能を備えた物流施設等を整備する民間事業者への
支援を行う。（（一財）民間都市開発推進機構を通じた支援制度）

【支援要件】 以下の支援要件をすべて満たすことが必要

着工前 工事中 竣工後

（一財）民間都市開発推進機構が事業費の一部を負担し、共同事
業者として民間事業者の実施する施設整備事業に参加する。

施設竣工後、同機構は施設の同機構持ち分を民間事業者に譲渡
し、長期延べ払いで返済（２０年償還）を受ける。

緑地、道路、港湾における係留施設等の公共施設の整備を伴うもの

事業区域面積：500m2以上 延床面積：2,000m2以上

防災上有効な施設（退避経路及び退避施設等）を有する建築物（港湾

労働者等の津波等からの一時的な避難場所としての利用に供されるも
着工前 工事中 竣工後

（事業に参加） （竣工時に
延払条件付き譲渡）

民都機構

のに限る。）の整備に関する事業

地方公共団体等が定める避難計画等への位置づけ

地震や津波に対する構造安全性の確保

○支援対象施設のイメージ（倉庫の例）
民間事業者

【支援対象施設】

○支援対象施設のイメージ（倉庫の例）

退避経路
（内階段でも可）

退避施設
（屋内施設でも可）

備蓄倉庫
非常用電源施設

上屋、倉庫、旅客船ターミナル、港湾業務施設等における以下の公共
施設 都市利便施設 建築利便施設の３施設を支援対象とする

公共施設 緑地、道路、港湾における係留施設等

都市利便施設
荷さばき施設、旅客待合所、旅客乗降用施設、退避施設、
退避経路、備蓄倉庫、非常用発電施設、駐車場、休憩所等

昇降機 共同利用部分（玄関ホ 廊 階段 便所等）

公共施設
（緑地等）

荷さばき施設

電気室
機械室

施設、都市利便施設、建築利便施設の３施設を支援対象とする。

建築利便施設
昇降機、共同利用部分（玄関ホール、廊下、階段、便所等）、
電気室、機械室等

上記３施設の合計額又は総事業費の50%以内のいずれか少ない額

廊下、階段
昇降機等

駐車場

支援要件を満たすために必要な施設支援対象施設の例
【支援限度額】
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４．国際コンテナ戦略港湾（阪神港・京浜港）
創における「創貨」の取り組み
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神⼾港における創貨（企業進出）インセンティブ
創貨促進のため平成26年4⽉1⽇から市税優遇制度を拡充

優遇項⽬ 改正前（〜平成26年3⽉31⽇） 改正後（平成26年4⽉1⽇〜）
固定資産税・
都市計画税

5年間1/2軽減 ⼟地･建物償却資産 5年間9/10軽減 ⼟地･建物償却資産
拡充

【税優遇】

神⼾テクノ･ロジスティックパーク
3年間1/2軽減 ⼟地･建物償却資産
要件：中核事業（特定事業のうち，次の

①〜②のいずれかを満たす延床⾯
積1,000㎡以上の施設整備を⾏う
もの）

5年間9/10軽減 ⼟地･建物償却資産
要件：中核事業（特定事業のうち，次の

①〜③のいずれかを満たす延床⾯
積1,000㎡以上の施設整備を⾏う
もの）

神⼾テクノ ロジスティックパ ク

神⼾サイエンスパーク

市 固定資産税・
都市計画税

事業所税
（資産割）

①⼟地取得
②医療分野の研究開発

①⼟地取得1ha以上
②投資額(⼟地除く)10億円以上
③医療分野の研究開発

10年間9/10軽減 ⼟地･建物･償却資産

拡充

神⼾サイエンスパ ク

（資産割）

－

要件：特例中核事業（中核事業のうち，
次の①，②いずれかを満たすも
の）
①⼟地取得5ha以上
②投資額(⼟地除く)50億円以上

新設

県 不動産取得税
1/2軽減
限度額：2億円（⼟地・建物）

1/2軽減
限度額：2億円（⼟地・建物）

【補助⾦】
優遇項⽬ 改正前（〜平成26年3⽉31⽇） 改正後（平成26年4⽉1⽇〜）

市
雇⽤創出型
製造業

補助率：投資額(⼟地除く)の3％以内
限度額：5億円(5年分割で⽀給)
要件：次の①〜③全ての要件を満たす企

業

【補助⾦】

新設

ポートアイランド第2期ポートアイランド北⻄部

市 製造業
集積促進補助

－ ①常⽤雇⽤者100⼈以上
②⼟地取得2ha以上
③投資額(⼟地代除く)25億円以上

新設
神⼾空港
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⼤阪港における創貨（企業進出）インセンティブ
夢洲地区⼤阪港全体でグリーン分野等の企業誘致に取り組んでおり，とりわけ夢洲地区では，

総合特区制度と相まってコンテナ埠頭と⼀体となった企業誘致を展開

関⻄イノベーション国際戦略総合特区

総合特区制度と相まってコンテナ埠頭と 体となった企業誘致を展開

規制 税制 財政 ⾦融
緩和 ⽀援 ⽀援 ⽀援

⼤阪府市特区税制

6.2ha
公募予定地

11.9ha
公募予定地

コンビニ
シャーシプールコンテナ⾞両整理場

4.4ha
公募予定地

7.5ha
公募予定地

4.1ha
㈱上組

4.2ha
⼭九㈱

1.7ha
横浜冷凍㈱

■対象税⽬
（市税）固定資産税，都市計画税，法⼈市⺠税，事業所税
（府税）法⼈府⺠税，事業税，不動産取得税

■対象分野
医薬品 医療機器 先端医療技術 先制医療 咲

H26.7 開業
・延床⾯積 21,884㎡

H27年度 着⼯予定
※H26.2 特区認定

H26年度 着⼯予定
※H26.2 特区認定

医薬品，医療機器，先端医療技術，先制医療，
バッテリー，スマートコミュニティ など

■申請受付
2016年3⽉31⽇まで

咲
洲

C-10C-11C-12
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「創貨」に関する取組について

○京浜港を活用した地域再生計画○京浜港を活用した地域再生計画

○港湾施設用地への大規模倉庫群の誘致○港湾施設用地への大規模倉庫群の誘致

・京浜港のコンテナターミナルを利用するために物流施設の整備や
機械設備等の導入を行う事業者に対して、利子補給金制度を活用

・京浜港のコンテナターミナルを利用するために物流施設の整備や
機械設備等の導入を行う事業者に対して、利子補給金制度を活用

・昭和58年に規則を制定し、周辺の地価より低廉な価格で都有地を
倉庫事業者等に貸し付ける制度を創設

・現在約110ヘクタールの用地に延べ約120社の物流関係企業が立地

・昭和58年に規則を制定し、周辺の地価より低廉な価格で都有地を
倉庫事業者等に貸し付ける制度を創設

・現在約110ヘクタールの用地に延べ約120社の物流関係企業が立地

○東扇島総合物流拠点地区の形成
・コンテナターミナルの直背後にコンテナターミナルを利用する

高機能流通加工施設等を誘致
・平成26年2月までに進出企業の全て（9社）が事業を開始

○東扇島総合物流拠点地区の形成
・コンテナターミナルの直背後にコンテナターミナルを利用する

高機能流通加工施設等を誘致
・平成26年2月までに進出企業の全て（9社）が事業を開始平成26年2月までに進出企業の全て（9社）が事業を開始平成26年2月までに進出企業の全て（9社）が事業を開始

○物流施設誘致施策の検討
・この間、大手物流施設建設事業者等にヒアリングを実施
・今年度は ロジスティクス機能強化に向けた取組を推進するため

○物流施設誘致施策の検討
・この間、大手物流施設建設事業者等にヒアリングを実施
・今年度は ロジスティクス機能強化に向けた取組を推進するため・今年度は、ロジスティクス機能強化に向けた取組を推進するため、

基礎調査を実施
・保管施設に対する無利子貸付制度など国の支援の活用

→港湾計画への位置づけを検討

・今年度は、ロジスティクス機能強化に向けた取組を推進するため、
基礎調査を実施

・保管施設に対する無利子貸付制度など国の支援の活用
→港湾計画への位置づけを検討

○市有地の倉庫業者への売却
・ロジスティクス機能強化のため、平成25年に磯子区杉田地区の

臨港地区市有地を倉庫業者へ公募・売却
南本牧ふ頭等を活用し ロジスティクス機能の集積を検討

○市有地の倉庫業者への売却
・ロジスティクス機能強化のため、平成25年に磯子区杉田地区の

臨港地区市有地を倉庫業者へ公募・売却
南本牧ふ頭等を活用し ロジスティクス機能の集積を検討

Port of Keihin

・南本牧ふ頭等を活用し、ロジスティクス機能の集積を検討・南本牧ふ頭等を活用し、ロジスティクス機能の集積を検討
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